
資料２－４ 

大学分科会の検討状況について 

 

 

１．大学を取り巻く状況 

 

〇 国内外で，様々な分野にわたる大きな変化や困難な課題． 

・ エネルギーや環境の持続可能性，食料・医療・健康などの課題． 

・ アジア経済の一体化，グローバル化と経済競争の激化，価値観の多様化． 

・ 少子高齢化と労働人口減少，厳しい経済情勢での雇用への懸念，財政状況の

悪化，社会の安全安心の確保の一方，我が国としての成長力の確保の必要性． 

⇒ 震災後の復興という文脈の中で，その重要性は一層顕著． 

 

〇 こうした課題への対応に当たり， 

・ 世界の動向を理解し，想定外の事象があっても自ら判断し，リーダーシップ

をとれる人材の養成， 

・ 地域を支え，産業・就業構造の変化に持続的に対応できる教養と専門的知

識・能力を備えた人材の養成， 

 に，大学が，機能別分化を進めながら，スピード感をもって取り組むことが課題． 

 

２．大学分科会としての審議 

 

○ Ｈ１７年の答申で，機能別分化の進展を提唱したものの，その後の現状を踏まえ，

この８月に，機能別分化への対応の具体的な支援策を取りまとめ． 

(1) 機能別分化の進展に対応した取組への財政支援 

 ・テーマを細分化せず，全学的なイニシアティブによる新たな展開を推進． 

 ・大学教育のグローバル化を充実． 

(2) 大学の個性・特色を可視化する「大学ポートレート（仮称）」を早期整備 

(3) 大学を支援する団体の役割の充実 

  （現在，文科省において，これらの支援策を具体化させる作業を進行中） 

 

３．現在の状況 

 

〇 大学の機能別分化を前提としつつ，社会の求める人材やグローバル化への積極的

な対応を十分に想定しながら，学部（学士課程）と大学院の審議を進めている． 
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(1) 学部教育（学士課程教育）(→P5,6) 

→ 我が国の学部教育は，体系的な教育を通じて，その学習成果を保証する仕組

みが弱いという認識に基づき，Ｈ２０年に答申「学士課程教育の構築に向けて」

を提起．現在，その後の課題を踏まえ，更なる展開を審議中． 

① 学士力： 修得すべき知識・能力の明確化，その状況の把握・充実． 

② 教育内容・方法： 学生の学習量と密度． 

③ ガバナンス： 学長のリーダーシップと，教職員による組織的な教育 

 

(2) 大学院教育(→P7～11) 

→ Ｈ２３年の答申「グローバル化社会の大学教育」で，大学院のグローバル化

と，博士課程の強化を提起．現在，その答申を受けた事業が開始．また，制度

改正も審議中． 

① 「リーディング大学院」の形成：俯瞰力と独創力を備え，グローバルに

活躍するリーダーを養成する（本年度，21プログラム開始） 

② 「産学協働人財育成円卓会議」の発足：本年７月に「産学協働人財育成

円卓会議」を発足し，産学のリーダーが，高度人材育成を強力に推進す

るための議論を開始． 

③ 博士課程教育の強化のための制度改正：博士課程の学生が，５年一貫の

教育を通じて，幅広い知識能力を得られるよう設置基準改正の方向． 

 

４．教育振興基本計画に関する審議 

 

〇１０月４日，１２月１日の大学分科会で「第２期教育振興基本計画」を審議（１２

月１日には，別紙１も使用しながら審議）。 

（基本計画全体について） 

・様々な課題の中で「何が重要か」を明確にした計画とすべき。 

・生涯学習社会など，社会のありかたから議論を組み立てるべき． 

・自主的に考えて行動する力，社会がどう変化しても対応できる力の育成が重要． 

・グローバル人材として，多様性が進む環境におけるコミュニケーション力が必

要。これは，幼児教育・義務教育段階から必要な視点． 

・男女共同参画の観点を含む社会の多様性を明示すべき。 

・それぞれの学校段階の教育成果を検証し，次の段階に進むような仕組みの検討。 

（大学に関して） 

・学長がリーダーシップを発揮できる組織運営体制について，大学分科会で議論

を深めるとともに，計画に盛り込むべき． 

・絆づくりと活力あるコミュニティの形成に関し，機能別分化が進む中で，大学

が貢献すべき余地は大きい． 

tmizuchi
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（別紙１）大学に関連する検討課題 

 

１．社会を生き抜く力の養成  

２．未来への飛躍を実現する人材の養成 

 

【成果目標，その測定指標の検討に必要な観点】 

〇 大学の機能別分化を前提とし，それぞれの大学の人材養成目的に沿った教

育活動を強化し，自主的に考えて行動する力を持つ人材を幅広く育成する。

その際，とりわけグローバルに活躍できる人材の育成を重視し，大学の国際

化を進める。 

〇 これらを進めるための奨励的な支援措置，制度的対応，環境整備等を総合

的に進める。 

 

【取組の例】 

〇各大学の教学マネジメント（「計画→活動→点検評価→改善」の自律的循環） 

・学習成果（学士力）；修得すべき知識・能力の明確化 

・教育内容・方法：学生の学習量の増加とその密度を高める 

・入試改善や入学時期の多様化（秋入学を含む） 

・ガバナンス：学長のリーダーシップと，教職員による組織的な教育 

〇機能別分化を前提とする中で，高等教育全体として幅広い人材の養成 

・就業力の育成など地域に根ざした人材養成 

・国内外の動向・ニーズ，産業の高度化に対応する高度専門職業人の養成 

・グローバル人材育成（あわせて，そのための学内体制の整備） 

・大学院教育の強化（グローバルに活躍する博士の養成） 

〇そうした大学の活動を支援する大学団体の活動強化 

・大学の教育活動を支援するための調査・開発・支援 

  ・学習成果の測定手法 

  ・学生の学習状況とそれを支援する教学マネジメント 

  ・入学者受入れ方法 

・大学の活動を可視化する仕掛け 

  ・「大学ポートレート（仮称）」を速やかに整備． 

  ・これにより，国内の幅広いステークホルダーへの発信と，国際的な 

   発信機能を促進 

〇大学評価の見直し 

・ピアレビューを重視しつつ，学生や社会からの視点の重視 
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・各大学が重視する機能に着目した評価 

 （例：グローバルに活躍する人材養成，地域と一体となった人材養成） 

・評価の精選・重点化 

〇大学の国際化と学生の双方向交流 

〇我が国の成長を牽引する世界的な大学院拠点整備 

〇大学病院の機能強化高度医療人材の育成 

〇各大学の教育研究活動を支える施設整備 

・第３次国立大学法人等施設整備５カ年計画に基づく教育研究環境整備 

・私立大学における施設整備 

 

３．学びのセーフティネットの構築 

 

【成果目標，その測定指標の検討に必要な観点】 

〇 意欲と能力のある者が高等教育の進学し，安心して学習できる環境を整備

する。 

〇 その際，経済状況にかかわらず，学生の就学機会を確保するため，進学希

望者にとって予見可能性を持てる経済的支援を整備する。 

〇 また，生涯を通じて，高等教育機関で学べる環境づくりを進める。 

 

【取組の例】 

〇高等教育における教育費負担の軽減 

〇安全・安心で質の高い教育環境の整備 

・第３次国立大学法人等施設整備５カ年計画に基づく教育研究環境整備 

・私立大学における施設整備 

〇社会人の高等教育へのアクセスの改善 

 

４．絆づくりと活力あるコミュニティの形成 

 

【成果目標，その測定指標の検討に必要な観点】 

〇 大学の教育課程と正課外活動を通じて，学生を「新しい公共」の担い手と

して育成する。 

 

【取組の例】 

〇 国公私立の設置形態を通じた地域振興の取組の支援（震災後の復興支援の

取組を含む） 

〇 大学間の連携，地域の自治体・産業界等と連携した教育を進める 
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学士課程教育に関する新たな検討について 

 

１．「学士課程答申」以後の各大学の取組を踏まえた論点整理 

 

【中心テーマ（イメージ）】 

(1) 「学士力」    → 各大学の重点を置く機能や使命に照らしながら，修得すべ 

            き知識・能力を明確化すること，また，その取組状況の把握 

            と，その充実。 

(2) 教育内容・方法  → 学生の学習量と，その密度。 

(3) 学内の実施体制  → 学長によるリーダーシップによる運営と，ＦＤ・ＳＤを通 

            じた教職員の職能開発と認識の共有を通じた運営。 

 

【なお，検討に当たっての留意事項】 

① 初中教育との情報共有の必要性，また，産業界を含む社会との関わり。 

② 機能別分化の進展への対応（各大学で重点を置く機能や分野等は多様） 

③ 各大学の取組とともに，大学団体などによる取組の重視 

 

 

これらに関し，更に審議を進める 

 

 

２．「学士課程答申」以後のグローバル化への急速な進展を踏まえた論点整理 

 

○「学士課程答申」も，大学制度の国際的な共通性を前提としていたが，大学分科会で

は，この答申後，大学教育のグローバル化を意識した提言を一層重視。 

① 質保証の枠組み 

（例：国内の質保証システムの議論に加え，アジアにおける連携の枠組み） 

② 情報発信 

（例：すべての大学を対象とする情報公表に加え，グローバルな情報発信） 

③ 教育連携 

（例：国内の大学連携に加え，ダブル・ディグリー等の海外との連携ガイドライン） 

 

○ こうした蓄積に基づく論点整理をさらに進めつつ，グローバル化の進展や，震災後

の我が国の人材育成の在り方を踏まえた審議が必要。 

 

【参考】 
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大学教育の課題について （2011年8月22日の大学教育部会・金子元久委員の資料を基に作成）

(1)学生：勉強していない (2) 教育：密度が低い (3) 大学システム：革新が生じない(1)学生：勉強していない (2) 教育：密度が低い

○ 大学生の学習時間（授

業・授業に関する学習時

間・卒論の合計）は，１日

○ 学習時間のうち，「授業出席時間」は設置基準

の水準に沿うが，「授業に関連にして勉強する時

間」は，設置基準の水準（５.３時間）の半分程

(3) 大学システム：革新が生じない

○ 個別の工夫は進んだが，基本的・根本的な革

新がなかなか進まない。

大学教育が，学部・学科に分かれて統治され，

４.６時間。

これは，設置基準の想定

する時間の半分であり，ま

た，国際的な考え方（アメ

度。

また，日本では，学習が週５時間以下の学生が

半分以上。アメリカはそうした学生は少ない。

○ 日本の大学教員の１学期当たりの担当コマ数は

学士課程教育全体としての検討が行われにくい。

○ 学士課程教育が，個々の学部によってガバナ

ンスされるのは，国際的にはまれ（アメリカの

学士課程教育は，カレッジとしてガバナンスさ

リカやヨーロッパ）と比較

しても約半分。

８コマ。アメリカでは４コマが標準。

これは，財政基盤が弱いこともあるが，カリキ

ュラムの体系化・標準化が十分でない面も。

○ 大学教員は非常に働いていて，授業数も多い。

れる）。

また，社会的なフィードバックが完全でなく，

実際の改革に結びつくサイクルが十分に機能し

てない。○ 大学教員は非常に働 て て，授業数も多 。

一方，教員が個々の授業に費やす時間が少なく，

それに対応して学生も勉強しない。授業密度が低

く，体系的な知識の修得が不完全であり，教育成

果の実感が生じない。

てな 。

アルバイト 1 8
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大学院教育の改革の進捗状況について 

 

 

 H23年１月の答申「グローバル化社会の大学院教育」とそれを踏まえた「第２次

大学院教育振興施策要綱」に基づき，現在まで以下の施策に着手している。 

 

 

１．大学における取組：「リーディング大学院」の形成 

○ 俯瞰力と独創力を備え，産学官を通じてグローバルに活躍するリーダーを養

成するため「リーディング大学院」の形成を進める。 

 

→ 本年度，21のプログラムを選定し「博士課程教育リーディングプログラム」

を開始（H23年度予算39億円，H24年度概算要求147億円）。（→P8,9） 

（大学院教育の抜本的な改革を支援するため，国内外の第一線級の教員・学生

により，産学官の参画を得て，専門分野の枠を超えた博士課程教育を実施） 

 

２．大学と産業界の対話：「産学協働人財育成円卓会議」の設置 

○ 大学と産業界が，大学院の人材養成理念と産業界からの評価・期待を共有す

ることで，大学院修了者のキャリアパスへの認識を高め，優れた人材が多様な

分野で活躍できる好循環を形成する。 

 

→ 本年７月に「産学協働人財育成円卓会議」を設置し，産学のリーダーによる

高度人材育成を強力に推進するための議論を開始。（→P10） 

 

３．制度改正：「博士論文研究基礎力審査」の導入等（→P11） 

○ 博士課程の学生が，専攻分野の枠を超えた体系的な教育を経て独創的な研究

を遂行できるよう，前期の課程を修了し修士号を授与する条件として， 

① 専攻分野に関する高度の知識・能力と関連分野の基礎的素養に関する試験， 

② 博士論文に係る研究を主体的に遂行するのに必要な能力に関する審査， 

 を，修士論文（又は特定課題の研究成果）の審査と試験に代えて課すことがで

きるようにする。 

○ また，大学院の入学者の選抜について，公正・妥当な方法により適当な体制

を整えて行うものとする規定を設ける（学士課程と同様の規定）。 

 

→ 今後パブリックコメントを実施し，その結果を踏まえて，大学院設置基準の

改正を想定。 
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○優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーへと導くため 専門分野の枠を超え博士課程を一貫した世

博士課程教育リーディングプログラム

○優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグロ バルに活躍するリ ダ と導くため，専門分野の枠を超え博士課程を 貫した世

界に通用する学位プログラムを構築する大学院教育改革を支援し，最高学府に相応しい大学院の形成を推進

○養成すべき人材像，取り組むテーマが明確な博士課程の学位プログラムを構築しようとする構想を，「オールラウンド型」「複合領域型」「オンリーワ

ン型」の類型で最大７年間支援

国内外の政財官学界で活躍しグ

バ 社会を牽引するト プ

オ
ー
ル

文理統合型文理統合型

【３つの支援類型】 【類型と選定計画】 （平成２４年度以降は，予算状況等に伴う変更が有り得る）

ローバル社会を牽引するトップ

リーダーを養成する，大学の叡智

を結集した文理統合型の学位プロ

グラム構築

ル
ラ
ウ
ン
ド
型

の新たな学位
プログラム

人社 理工 生命

の新たな学位
プログラム

人社 理工 生命

人類社会が直面する課題解決に向け

て，産学官のプロジェクトを統括し，イ

ノベ ションを牽引するリ ダ を養

複
合
領

複合領域の
学位プログラム

材料 化学複合領域の
学位プログラム

材料 化学

型

ノベーションを牽引するリーダーを養

成する，複数領域横断の学位プログラ

ム構築

領
域
型

学位プログラム

機械

学位プログラム

機械

新たな分野を拓くリーダーを

養成する，世界的に独自の優

れた資源を生かした学位プロ

オ
ン
リ
ー
ワ
ン

独自の資源を
生かした学位
プログラム

独自の資源を
生かした学位
プログラム

平成２４年度概算要求予定額：14,705百万円

・平成２４年度新規採択の実施

オールラウンド型 ４件（×300百万円）

複合領域型 件（ ）グラム構築ン
型

プログラムプログラム 複合領域型 ２０件（×250百万円）

オンリーワン型 ５件（×150百万円）

・平成２３年度採択プログラムの通年予算化 7,950百万円

・審査・評価等経費 55百万円
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京都大学大学院 思修館

選定プログラム例 【オールラウンド型】

高い使命感・倫理観を有するグローバルリーダーとしての責

任を持ち，種々のプレッシャーに耐え，広い知識と深い専門

性を両立させた柔軟性ある思考で既存の学問や課題領域を

■ 養成したい人材像

研究機関へ企業へ省庁へ 国際機関へ熟 議

世界のトップリーダー
による少人数連続熟

（リーダーシップ育成教育）

総合プロジェクト担当者として活躍

性を両立させた柔軟性ある思考で既存の学問や課題領域を

束ねることができ，かつ国内外での豊富な実践教育を通じて，

「現場」での的確な判断力・行動力を備えたリーダーたる人材

■ プログラムの特色
最終審査及び
学位認定

議で自らの気づきと
目標を醸成

多様な環境下において

●学寮制度

学位授与

国際的リーダーを養成する総合先進教育

２年目：専門科目特別研究
[学位論文研究]
[海外サ ビスラ ング]JICAの全面協力で世界のJICA拠点の第3次Q lif i

京都大学博士（総合学術） 英文名称Ph.D.

①自らに恃むことのできるテーラーメイド軸としての博士号と

同等の確固たる「専門性」を修得させる学位論文研究

②国内外のリーダーと十分に討議できる知識と提案力を育

成する主に英語による総合学術基盤講義

■ プ グラ の特色

中間審査

●Qualifying Exam.論文草稿案
●面接審査

（国内企業＋官公庁）

12週間＊２回

人間力を磨き、親密な
人間関係を築くと共に、
日常的なケアを行う。

[海外サービスラーニング]
[熟議]

３年目：総合学術基盤講義

５年目：プロジェクトベースラーニング

●複数指導教員制度
●メンター制度

４年目：国際実践教育（海外武者修行）

JICAの全面協力で世界のJICA拠点の
活動支援 １か月間＊２回

第1次Qualifying 
Examination

第3次Qualifying 
Examination

成する 英語 よる総合学術基盤講義

③各界トップリーダーとの隔週の「熟議」

④世界観の醸成と人間力の強化のための1,2年次を通じた

サービスラーニング型の現地実践教育

⑤国際的に通用する総合力を育成する１年間の国際実践教

進学審査

海外のUNESCO等の国際機関をはじめ、米国政府機
関や海外企業において、１年間職員として武者修行

[学位論文研究]

１年目：専門科目特別研究
[学位論文研究］

産業界・経済界・官界から指導教員
かつメンターとなる専任教員および
特任教員を雇用

●複数指導教員制度
医薬・生命 理工 情報・環境 法律・政治

経済・経営 人文・哲学 芸術 語学

４年目：国際実践教育（海外武者修行）

●研究成果（学位論文）の審査
●学内委員と学外有識者による学位審査委員会

第2次Qualifying 
Examination⑤国際的に通用する総合力を育成する１年間の国際実践教

育（海外武者修行）

⑥学生自らがプロジェクトを立案し国内外の関係者を巻き込

んで行う，５年次半年程度のプロジェクトベースラーニング

⑦学業に専念させ 切磋琢磨できる学寮制

15週間＊２回

[国内サービスラーニング]
[熟議]

●テーラーメイドカリキュラム
個々の学生に対して自らが望む将来のリーダーの姿
を定め、そのために必要な知識および経験に応じて

ダ と 育成計画とカリキ ムを提供

●学内教員

●学外教員：特任教授

-教育専任教員（世界から） 8～10名
-研究指導協力教員（学内から） ～50名
-総合学術基盤講義担当教員 ～30名

熟議担当教員 20名

（民間企業,国,地方自治体,国際
機関から特任教授として雇用）⑦学業に専念させ，切磋琢磨できる学寮制

⑧基礎学力試験，論文試験，口頭試問，TOEFL（iBT 80点
以上）により，外国人，社会人，出身大学の区別なしに入

学者を選抜（２０名程度／年）

⑨リーディング大学院学位プログラム運営機構を設置し 大

プロジェクト
ベース

国際実践教育
（海外武者修行）学位論文研究

海外実践教育
国内実践教育

総合学術
基盤講義
（８分野）

リーダーとしての育成計画とカリキュラムを提供 -熟議担当教員 ～20名
-総合学術基盤講義担当教員 ～20名
-現地実践教育指導教員 ～40名

機関から特任教授として雇用）

指導・支援体制
１年 ２年 ３年 ４年 ５年

入学者選抜

⑨リーディング大学院学位プログラム運営機構を設置し，大

学として一括管理運営

⑩国内外のトップリーダーからなる外部評価委員会及びアド

バイザリーボードの設置し，持続的な改革・改善を推進

ラーニング
熟議

（海外武者修行）

複数の語学教育

（８分野）

入試（学内外より公募選抜）
筆記試験と口頭試問

学位取得後は，官
公庁，企業，国際
機関，大学等にお
けるリーダーへ
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文部科学省及び経済産業省の共同提案により 元気な日本復興・復活に向けて 「人財」養成のための具体的なアクショ

「産学協働人財育成円卓会議」について

新 本社会 おける成長 質的転換 デ を見出 社会を牽引する ダ となる博士 修士課程 ベ イ

＜検討課題＞

文部科学省及び経済産業省の共同提案により，元気な日本復興・復活に向けて，「人財」養成のための具体的なアクショ

ンを起こすために，産学のリーダーにより立ち上げている。

新しい日本社会における成長・質的転換モデルを見出し，社会を牽引するリーダーとなる博士・修士課程レベルのイノ

ベーション「人財」の養成と活躍の好循環を実現するための産学協働体制の構築

世界における日本のプレゼンスを高めるため，産学協働により，グローバルな視点を有し多様性に対応できる「人財」

の養成や 学修・留学支援 外国人教員や留学生の受入れなどを通じた我が国の大学のグローバル化の推進の養成や，学修 留学支援，外国人教員や留学生の受入れなどを通じた我が国の大学のグロ バル化の推進

大学における学部教育の充実とこれらの「人財」が活躍できる新たな日本社会の構築。

＜スケジュール＞
○ 平成２３年７月２７日 第一回会合開催

＜参加者＞ 企業側大学側

○ 平成２３年７月２７日 第 回会合開催

○ 今後，勉強会を経て，平成２４年春頃に第二回会合，同年夏頃に第三回会合を開催。アクションプランのとりまとめの

検討を行う予定。

石 原 邦 夫 東京海上日動火災保険株式会社
取締役会長

槍 田 松 瑩 三井物産株式会社 取締役会長
江 頭 敏 明 三井住友海上火災保険株式会社

數 土 文 夫 ＪＦＥホールディングス相談役
佃 和 夫 三菱重工業株式会社 取締役会長
永 山 治 中外製薬株式会社 代表取締役社長
藤 吉 建 二 三井化学株式会社 取締役会長

有 川 節 夫 九州大学 総長
伊 賀 健 一 東京工業大学 学長
井 上 明 久 東北大学 総長
鎌 田 薫 早稲田大学 総長

企業側大学側

江 頭 敏 明 三井住友海上火災保険株式会社
取締役会長

大 橋 洋 治 全日本空輸株式会社 取締役会長
大八木 成 男 帝人株式会社 代表取締役社長
川 村 隆 日立製作所株式会社 取締役会長
北 山 禎 介 株式会社三井住友銀行 取締役会長

藤 吉 建 二 三井化学株式会社 取締役会長
松 下 正 幸 パナソニック株式会社 代表取締役副会長
三 浦 惺 日本電信電話株式会社 代表取締役社長
三 村 明 夫 新日本製鐵株式会社 代表取締役会長
山 下 徹 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 代表取締役社長
渡 辺 捷 昭 トヨタ自動車株式会社 相談役

鎌 田 薫 早稲田大学 総長
佐 伯 浩 北海道大学 総長
清 家 篤 慶應義塾長
濵 口 道 成 名古屋大学 総長
濱 田 純 一 東京大学 総長
松 本 紘 京都大学 総長 北 山 禎 介 株式会社三井住友銀行 取締役会長

小 林 栄 三 伊藤忠商事株式会社 代表取締役会長
志 賀 俊 之 日産自動車株式会社 最高執行責任者
篠 塚 勝 正 沖電気工業株式会社 相談役
下 村 節 宏 三菱電機株式会社 取締役会長

渡 辺 捷 昭 トヨタ自動車株式会社 相談役松 本 紘 京都大学 総長
山 内 進 一橋大学 学長
山 田 信 博 筑波大学 学長
鷲 田 清 一 大阪大学 総長

※メンバー及び役職名は本年7月の第1回円卓会議開催時点のもの
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「博士論文研究基礎力審査」の導入について

〇 前期と後期 区分制を取る博士課程に 大学 判断により 修士論文（又は特定課題研究） 代わりに 「博士論文研究基

従来の博士課程教育イメ ジ 制度改正後 博士課程教育イメ ジ

〇 前期と後期の区分制を取る博士課程について，大学の判断により，修士論文（又は特定課題研究）の代わりに，「博士論文研究基

礎力審査」を取り入れることで，幅広く体系的な教育を可能とする（大学院設置基準の改正が必要）。

従来の博士課程教育イメージ

（前期と後期で区分されている場合）

博士論文

制度改正後の博士課程教育イメージ

（５年間の一貫したプログラムを構築）

博士論文

究プ ジ

研究指導

研究計画書審査

研究指導【
後
期
】

究プ ジ研究プロジェクト

修士論文

（又は特定課題研究）

博士論文研究基礎力審査（２段階で実施）

② 博士論文研究を行う分野の研究の

背景・意義・展望の認識や，課題設
①
②

研究プロジェクト

コースワーク

研究指導
定・研究推進能力等について，研究

報告や口頭試問で評価

① 専攻分野と幅広い関連分野の専門

的知識・能力を筆記試験で評価
コースワーク

分野を超えた研究室ローテーション

【
前
期
】

①

〇 後期では，密接な研究指導のも

と，学生が主体的に独創的な研

究を計画・遂行

〇 前期では 専門分野の枠を超え

〇 修士論文をまとめるメリット

もあるが，研究テーマが早

い時期に特定され，狭い範

囲の研究に陥る傾向 〇 前期では，専門分野の枠を超え

た体系的な教育

囲の研究に陥る傾向
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